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2026 年 9 月 25 日 

No. FIN_027 

社債発行会社の関係会社による社債の取得勧誘に係る規制の緩和 

執筆者：弁護士 橋本円 

 

令和8年9月15日付で金融商品取引法第二条に規定する定義に関する内閣府令（平成5年大蔵省令

第14号）16条1項各号列挙の部分の7号の2の次に新たに7号の3（以下「本号」という。）を追加す

る旨の改正がなされた（該当部分の改正は令和8年9月16日付で施行済）。これにより、第三者が社

債を取得させるためにする勧誘行為のうち本号に定めるものが金融商品取引業から除外されること

となった（https://www.fsa.go.jp/news/r8/sonota/20260915/02.pdf）。 

この改正は、令和8年7月21日付「成長投資を促進するための金融戦略－ 資産運用立国のアッ

プグレード －」（内閣官房（日本成長戦略本部事務局））1.1-1.(3)①に基づいて実施されるも

のである。 

以下では、本号の行為に該当することによって金融商品取引業から除かれる勧誘行為について概

説する。便宜上、社債を発行する会社を社債発行会社とし、勧誘行為を行う者を勧誘者と表記す

る。また、本号は、社債券（金商法2 I ⑤）について規定するが、社債券に係る有価証券表示権利

（募集事項に社債券を発行する旨の定めがない社債）は、同法上社債券とみなされることから（同

2 II）、社債券とこれに係る有価証券表示権利とを併せて社債と表記する。 

 

I. 金融商品取引業から除外される勧誘行為 

本号の行為に該当することによって金融商品取引業から除外される勧誘行為は、(A)社債発行会社

が発行する(B)社債について行われる(C)勧誘行為であって、(D)第三者が勧誘者となるもののうち、

(E)本号所定の要件を満たすものである。 
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1. 社債発行会社（(A)） 

 社債発行会社は、会社法の会社であり、相互会社を含まないと考えられる。 

後述4のとおり、本号は、親会社及び子会社の概念について会社法の定義のみを引用しているた

めである（相互会社については、別途子会社の定義規定があり（保険業法2 XII）、親会社の定義規

定は存在しない。）。 

 

2. 社債の範囲（(B)） 

勧誘行為の目的となる社債は、社債発行会社が新たに発行しようとする社債のうち、新株予約権

付社債以外のものであり、いわゆるセキュリティ・トークンであるものか否かを問わない（Q&A 

4）。 

社債発行会社が既に発行した社債で、社債発行会社がみずから保有しているものは、本号の適用

を受けない。後述3のとおり、本号の適用を受ける勧誘行為は、新たに発行される社債についてす

るものに限られるためである。 

 

3. 勧誘行為の範囲（(C)） 

勧誘行為は、社債についてする募集の取扱い及び私募の取扱いである（金商法2 VIII ⑨）。 

募集及び私募は、いずれも取得勧誘（新たに発行される有価証券の取得の申込みの勧誘）である

（同2 III柱書）。取扱いは、第三者が発行者のために有価証券についてする取得勧誘の代行行為で

ある。 

そのため、社債についてする募集の取扱い及び私募の取扱いは、第三者である勧誘者が社債発行

会社のために社債発行会社を代行してする取得勧誘である。 

勧誘の方法は、対面であってもオンラインであっても良い（Q&A 5）。 

 

4. 勧誘者の範囲（(D)） 

勧誘者は、社債発行会社の(a)子会社、(b)親会社又は(c)親会社の子会社である。親会社及び子会

社の概念については、会社法の定義が引用されている。 
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社債発行会社による取得勧誘（これは募集の取扱い又は私募の取扱いではなく、募集又は私募で

ある。）は、そもそも金融商品取引業に該当しないことから、社債発行会社は(c)から除外されてい

る。また、社債発行会社の子会社は、親会社の子会社にも該当することから、重複を避けるため(c)

から除外されている。 

(1) 社債発行会社の子会社（(a)） 

 子会社は、会社が他の会社等の財務及び事業の方針の決定を支配している場合における当該他の

会社等である（会社法2 ③・会社則3の2 I）。 

会社等は、会社（外国会社を含む。）、組合（外国における組合に相当するものを含む。）その

他これらに準ずる事業体である（会社則2 III ②）。 

 したがって、社債発行会社が株式会社であるか持分会社（すなわち、合名会社、合資会社又は合

同会社）であるかを問わず、社債発行会社には子会社が存在し得る。 

例えば、社債発行会社が議決権の過半数を有する会社、社債発行会社が業務執行権限を有する組

合等は、ここでいう子会社に該当する。 

(2) 社債発行会社の親会社（(b)） 

親会社は、会社等が株式会社の財務及び事業の方針の決定を支配している場合における当該会社

等である（会社法2 ④・会社則3の2 II）。 

 したがって、社債発行会社の親会社は、社債発行会社が株式会社である場合には存在し得るが、

社債発行会社が持分会社である場合には社債発行会社に親会社が存在しない。 

例えば、株式会社である社債発行会社の議決権の過半数を有する会社又は組合等は、ここでいう

親会社に該当するが、合同会社である社債発行会社の唯一の社員である会社は、ここでいう親会社

に該当しない。 

(3) 社債発行会社の親会社の子会社（(c)） 

社債発行会社が株式会社である場合、社債発行会社の親会社が議決権の過半数を有する会社（い

わゆる兄弟会社）、社債発行会社が業務執行権限を有する組合等は、ここでいう親会社の子会社に

該当する。 

社債発行会社が持分会社である場合、社債発行会社には親会社が存在しないため、ここでいう親

会社の子会社は存在しない。 
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5. 勧誘行為が金融商品取引業から除外されるための要件（(E)） 

本号は、企業集団の効率的な経営の観点から、社債発行会社の関係会社による社債の取得勧誘の

うち、社債発行会社による取得勧誘と同視できるものを金融商品取引業から除外することを目的と

しながら、社債発行会社と勧誘者とが異なることに起因して不適切な取得勧誘が行われる危険を回

避しようとするものである（Q&A 9）。 

 そのため、3の勧誘行為が金融商品取引業から除外されるためには、勧誘者が次の①から④まで

の要件をすべて満たすことが必要となる。 

① 社債発行会社が定めた方針（勧誘の対象となる者並びに勧誘の方法及び時期を定めたものに限

る。）に従って募集の取扱い又は私募の取扱いを行うこと。 

② 募集の取扱い又は私募の取扱いの実施状況について、定期的に、社債発行会社に報告する

こと。 

③ 次のいずれかの措置を講じていること。 

(i) 社債に係る債務の保証を行うこと 

(ii) 社債発行会社に対して社債に係る債務の履行に必要な資金の提供を行うことを確保する

こと 

④ 募集の取扱い又は私募の取扱いに際し、その相手方に対し、③の措置の内容についての情報を

提供すること。 

 

(1) 定期的報告（②） 

定期的報告は、社債発行会社において勧誘者による取得勧誘の実施状況を把握するに足りる頻度

で行うこととされており（Q&A 8）、報告の頻度は定められていない。 

(2) 社債に係る債務の保証（③(i)） 

社債に係る債務の保証は、勧誘者がみずから行うことを要し、勧誘者が第三者に委託して行わせ

ることは認められない（Q&A 10）。 

(3) 社債に係る債務の履行に必要な資金の提供（③(ii)） 

社債に係る債務の履行に必要な資金の提供は、勧誘者が社債発行会社との間で資金提供契約を締

結し、同契約に基づいて勧誘者が社債発行会社に対して行う資金の提供である。この資金提供は、
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勧誘者がみずから行うことを要し、勧誘者が第三者に委託して行わせることは認められない（Q&A 

11～13）。 

 

II. 勧誘行為が金融商品取引業から除外される効果 

1. 業規制 

 社債発行会社の子会社、親会社及び親会社の子会社は、金商法29条の登録を受けることなく本号

の行為に該当する募集の取扱い及び私募の取扱いを業として行うことができ、これらの行為を行う

にあたり同法に規定する行為規制を受けない。 

 

2. 開示規制 

 社債発行者が発行する社債は、その取得勧誘が金融商品取引業から除外されることをもって適用

除外有価証券（金商法3）となるわけではないため、社債発行会社の子会社、親会社又は親会社の

子会社が社債について募集の取扱いをする場合には、社債発行会社は、発行金額に応じて有価証券

届出書等を提出する義務を負い、取得勧誘を行う者は、相手方に対して目論見書を交付する義務を

負う。 

 

3. 社債契約の効力 

無登録業者（金商法29条の規定に違反して第一種金融商品取引業又は第二種金融商品取引業を行

う者）が、未公開有価証券（金商法171の2 II・金商令33の4の5）に該当する社債について募集の取

扱い又は私募の取扱いを行った場合には、これによって成立した社債契約（社債の発行に係る契

約）は、原則として無効となる（同171の2 I・金商令33の4の4）。 

本号の行為を業として行うことは、金商法29条に違反するものではないから、これを行うことを

もって社債発行会社の子会社、親会社又は親会社の子会社が無登録業者に該当することはない。 

そのため、本号の行為によって成立する社債契約は、この行為を行った社債発行会社の子会社、

親会社又は親会社の子会社が別途無登録で金融商品取引業を営む場合を除くほか、金商法171条の2

第1項の規定に基づいて無効とはならない。 

以 上 
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（凡例） 

会社則 会社法施行規則（平成18年法務省令第12号） 

会社法 会社法（平成17年法律第86号） 

金商法 金融商品取引法（昭和23年法律第25号） 

金商令 金融商品取引法施行令（昭和40年政令第321号） 

定義府令 金融商品取引法第二条に規定する定義に関する内閣府令（平成5年大蔵省令第14号） 

保険業法 保険業法（平成7年法律第105号） 

 

Q&A コメントの概要及びコメントに対する金融庁の考え方（2026年9月15日） 

 https://www.fsa.go.jp/news/r8/sonota/20260915/01.pdf 

  

https://www.fsa.go.jp/news/r8/sonota/20260915/01.pdf
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